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税
制
改
正
に
伴
い
、
平
成
28
年

度
よ
り
二
輪
車
に
係
る
税
率
が
引

き
上
げ
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、
三

輪
、
四
輪
に
つ
い
て
は
平
成
27
年

４
月
１
日
以
降
に
新
規
登
録
す
る

車
両
か
ら
新
税
率
が
適
用
さ
れ
ま

す
。

　

車
両
の
種
類
や
新
規
登
録
の
年

月
に
よ
っ
て
適
用
さ
れ
る
税
率
が

異
な
り
ま
す
の
で
注
意
し
て
く
だ

さ
い
。

　

※
軽
自
動
車
税
は
、
そ
の
年
の

４
月
１
日
時
点
の
所
有
者
に
課
さ

れ
る
税
金
で
す
。
４
月
２
日
以
後

に
廃
車
や
名
義
変
更
の
手
続
き
を

し
て
も
、
そ
の
年
度
の
税
額
を
全

額
納
め
て
い
た
だ
く
こ
と
に
な
り

ま
す
。
廃
棄
、
譲
渡
な
ど
に
よ

り
、
す
で
に
車
両
を
お
持
ち
で
な

い
場
合
は
、
お
早
め
に
廃
車
手
続

き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

　

既
に
登
録
さ
れ
て
い
る
車
両
も

含
め
て
全
車
両
に
対
し
て
平
成
28

年
度
か
ら
新
税
率
が
適
用
さ
れ
ま

す
。

　

新
車
と
し
て
新
規
登
録
さ
れ
た

年
月
に
よ
り
、
従
来
の
税
率
、
新

税
率
、
重
課
税
率
（
平
成
28
年
度

か
ら
適
用
）
の
い
ず
れ
か
の
税
率

に
な
り
ま
す
。

新
税
率

　

平
成
27
年
４
月
１
日
以
降
に
新

車
と
し
て
新
規
登
録
を
受
け
る
車

両
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

重
課
税
率

　

三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
の
グ

リ
ー
ン
化
を
進
め
る
観
点
か
ら
、

最
初
の
新
規
登
録
か
ら
13
年
を
経

過
し
た
車
両
に
対
し
て
翌
年
度
か

ら
課
さ
れ
る
税
率
で
、
平
成
28
年

度
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。
（
電
気

自
動
車
な
ど
を
除
く
）

※
最
初
の
新
規
登
録
と
は
自
動
車

車
検
証
に
記
載
さ
れ
て
い
る
「
初

度
検
査
年
月
」
の
こ
と
で
す
。

グ
リ
ー
ン
化
特
例

　

平
成
27
年
度
以
降
に
新
規
取
得

し
た
軽
四
輪
に
つ
い
て
、
燃
費
性

能
に
応
じ
た
グ
リ
ー
ン
化
特
例

（
軽
課
）
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
と

な
り
ま
す
。

　

な
お
、
特
例
の
適
用
は
平
成
28

年
度
の
み
と
な
り
ま
す
。

車種区分 現在の税率
（平成27年度まで）

改正後
（平成28年度以降）

原動機付自転車

総排気量 50cc以下 1,000円 2,000円
総排気量 50cc超～90cc以下 1,200円 2,000円
総排気量 90cc超～125cc以下 1,600円 2,400円
総排気量 ミニカー 2,500円 3,700円

二輪の軽自動車（軽二輪） 総排気量 125cc超～250cc以下 2,400円 3,600円
二輪の小型自動車 総排気量 250cc超 4,000円 6,000円

原動機付自転車・二輪の軽自動車・二輪の小型自動車の税率表

軽三輪、軽四輪の税率表

車種区分
平成27年3月31日以前
に新規登録された車両
（従来の税率を適用）

平成27年4月1日以降
に新規登録する車両

（平成27年度から適用）

新規登録から13年を
経過した車両

（平成28年度から適用）
三輪のもの 3,100円 3,900円 4,600円

四輪以上
乗用

営業用 5,500円 6,900円 8,200円
自家用 7,200円 10,800円 12,900円

貨物用
営業用 3,000円 3,800円 4,500円
自家用 4,000円 5,000円 6,000円

平
成
28
年
度
か
ら

軽
自
動
車
税
の
税
率
が

変
わ
り
ま
す

原
動
機
付
自
転
車
・
二
輪
の
軽

自
動
車
・
二
輪
の
小
型
自
動
車

三
輪
、
四
輪
以
上
の
軽
自
動
車

平成28年度
税制改正の概要をお知らせします
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確
定
申
告
を
行
う
必
要
が
な
い

給
与
所
得
者
な
ど
が
平
成
27
年
４

月
１
日
以
降
に
ふ
る
さ
と
納
税
を

行
う
際
、
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
制

度
の
申
請
を
す
る
と
、
寄
附
先
の

市
区
町
村
な
ど
が
寄
附
者
に
代
わ

っ
て
住
所
地
の
市
区
町
村
へ
通
知

を
行
う
こ
と
で
、
確
定
申
告
な
ど

を
す
る
こ
と
な
く
寄
附
金
控
除
の

適
用
が
受
け
ら
れ
ま
す
。
控
除
金

額
は
、
所
得
税
の
控
除
相
当
額
を

含
め
て
翌
年
度
の
市
県
民
税
か
ら

控
除
さ
れ
ま
す
。

利
用
で
き
る
か
た

　

次
の
条
件
を
す
べ
て
満
た
し
て

い
る
か
た
が
対
象
と
な
り
ま
す
。

・
確
定
申
告
な
ど
を
行
う
必
要
の

な
い
給
与
所
得
な
ど
が
あ
る
か
た

・
５
団
体
以
下
の
都
道
府
県
ま
た

は
市
区
町
村
に
寄
附
を
行
っ
た
か

た・
平
成
27
年
１
月
～
３
月
の
間
に

都
道
府
県
ま
た
は
市
区
町
村
に
寄

附
を
し
て
い
な
い
か
た

※
特
例
の
申
請
を
行
っ
て
い
て
も

こ
れ
に
該
当
さ
れ
な
い
か
た
や
医

療
費
控
除
な
ど
の
申
告
を
さ
れ
る

か
た
は
、
こ
の
特
例
は
適
用
さ
れ

ま
せ
ん
の
で
確
定
申
告
で
寄
附
金

控
除
の
申
告
を
し
て
く
だ
さ
い
。

税
務
課
固
定
資
産
税
係
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１
１
３
３

　

固
定
資
産
税
は
、
そ
の
年
の
１

月
１
日
現
在
に
土
地
・
家
屋
・
償

却
資
産
を
所
有
し
て
い
る
か
た
に

課
税
さ
れ
ま
す
。

　

12
月
31
日
ま
で
に
家
屋
を
取
り

壊
さ
れ
た
か
た
は
、
早
め
に
届
け

出
を
お
願
い
し
ま
す
。
な
お
、
法

務
局
で
滅
失
登
記
を
さ
れ
た
か
た

は
除
き
ま
す
。

　

く
わ
し
く
は
、
税
務
課
固
定
資

産
税
係
へ
問
い
合
わ
せ
て
く
だ
さ

い
。

グリーン化特例税率表（軽三輪、軽四輪）

「
ふ
る
さ
と
納
税
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ

特
例
制
度
」
に
よ
る
寄
附
金

税
額
控
除
の
適
用
に
つ
い
て

ふ
る
さ
と
納
税
の
控
除
限
度
額

が
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す

車種区分
税　　率　（年税額）

① ② ③

軽自動車 

三輪のもの 1,000円 2,000円 3,000円

四輪以上
乗用

営業用 1,800円 3,500円 5,200円
自家用 2,700円 5,400円 8,100円

貨物用  
営業用  1,000円 1,900円 2,900円
自家用 1,300円 2,500円 3,800円

＜適用条件＞
平成27年4月1日から平成28年3月31日までに最初の新規検査を受けた三輪および四輪の軽自動車（新車に
限る）で、次の基準を満たす車両について、当該取得をした日の属する年度の翌年度（平成28年度）分の
軽自動車税に限り、グリーン化特例（軽課）を適用します。
①電気自動車・天然ガス軽自動車（平成21年排出ガス10％低減）
②乗　用：平成17年排出ガス基準75％低減達成（★★★★）かつ平成32年度燃費基準＋20％達成車
　貨物用：平成17年排出ガス基準75％低減達成（★★★★）かつ平成27年度燃費基準＋35％達成車
③乗　用：平成17年排出ガス基準75％低減達成（★★★★）かつ平成32年度燃費基準達成車
   貨物用：平成17年排出ガス基準75％低減達成（★★★★）かつ平成27年度燃費基準＋15％達成車
※②、③については、揮発油（ガソリン）を内燃機関の燃料とする軽自動車に限ります。
※各燃費基準の達成状況は、自動車検査証の備考欄に記載されています。

　

平
成
27
年
１
月
１
日
以
降
に
寄

附
を
行
っ
た
分
に
つ
い
て
、
市
県

民
税
の
特
例
控
除
額
の
上
限
が
所

得
割
額
の
１
割
か
ら
２
割
に
引
き

上
げ
ら
れ
ま
す
。

　　

市
県
民
税
に
お
け
る
住
宅
借
入

金
等
特
別
税
額
控
除
の
適
用
期
間

が
、
平
成
31
年
６
月
30
日
ま
で
延

長
さ
れ
ま
す
。

市
県
民
税
の

住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控
除
の

適
用
対
象
期
間
の
延
長

税務署から電話相談の窓口のお知らせ
「電話相談センター」の利用案内

①伊勢税務署（ 0596 283191）へ
　電話を掛けてください。

②自動音声によりご案内しますので、
　 を押してください。
  （案内の途中でも押すことができます。）

③自動音声に従って、相談したい内容  
　の番号を選択してください。

受付時間：8:30 ～17:00（土日祝日、年末年始を除く）

電話相談の窓口
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取
り
壊
し
家
屋
の
届
出
を

＊平成26年4月1日～平成29年12月31日までの金額は、新たな消費
税率で住宅を取得等し　　た場合であり、それ以外の場合における控
除限度額は現行と同様です。
所得税の住宅ローン控除可能額のうち、所得税から控除しきれなかっ
た額を、上記の範　　　囲内で市・県民税から控除するものです。


